平成２９年度　大阪市東部保健医療協議会
・日時：平成２９年１１月１５日（水）１４：００～１５：４０
・場所：大阪市城東区民センター　２階　ホール
・傍聴人数：２名

■（１）第６次大阪府保健医療計画「圏域版」の評価について

（資料に基づき、大阪市健康局健康推進部健康施策課から説明）

【主な質問・意見とその回答】
特になし

■（２）第７次大阪府保健医療計画について

（資料に基づき、大阪府健康医療部保健医療室保健医療企画課から説明）
（資料に基づき、大阪市健康局健康推進部健康施策課から説明）

【主な質問・意見とその回答】
（質問）資料７の３枚目「（２）特例措置の活用によるシミュレーション結果」で「現時点では、未確定である『介護施設・在宅医療等対応可能数』の減算は考慮されておりません」となっている。前回の医療懇話会時には、１１月頃にはある程度結果が出てくると聞いていたが、計画どおりに進んでいるのか。
（回答）現在も検討中である。将来、非過剰圏域となる見込みの地区が確認されており、そのあたりの数字を現在精査している。国から示されているように、毎年基準病床数の見直しについて検討するか、もしくは今回特例措置の活用をするかという最終の検討段階に入っているところである。１１月中には方針を出し、保健医療連絡協議会で、一定説明させていただきたい。

（質問）去年も同じことを申し上げたが、この大阪府の保健医療計画、医療提供体制は全て入院のことばかりである。資料９－１の８ページ「（２）患者の受療状況」で流出に関して記載があるが、今現在、それから２０２５年に向けて、このまま放っておいていいのか。患者自身の考え方を変える方法が何も書いてないという気がしているがどうか。
（回答）医療計画本編では、第１章として医療計画の基本的な考え方というのを、現在とりまとめている。８月３０日の大阪府医療審議会では第１章はまだ提示できていなかったが、外来医療も含め、医療機関の受診についての考え方を少し整理して記載したい。パブリックコメント等あるので１２月中に向けて一定考え方を整理したい。

（質問）資料７を読んでいて分からないが、基準病床数の算定は、２０１３年に調べた必要病床数をもとに算定されたということでよいか。申し上げたいのは、それからもう４、５年経って劇的に状況は変わっているので、それでなおかつ当時を基準に基準病床数を算定することに問題はないのか。
（回答）基準病床数については現在精査中で、今確認しているのは平成２７年、直近の人口を用いて基準病床数を算定すると非過剰圏域は出現しないということである。
地域医療構想の必要病床数の算定式は、保健医療計画における基準病床数の算定式と少し異なっており、必要病床数は２０１３年の受療動向をもとに２０２５年の将来推計人口を用いて算定した目安で、一方、基準病床数は、病床の適正配置を目的として、将来の目標を定めた算定式となっている。基準病床数の算定式は資料７の３枚目に参考として掲載しているが、この計算式で算定することになっており、地域医療構想の必要病床数の考え方、目的とは異なる。

（質問）資料７の３枚目「（２）特例措置の活用によるシミュレーション」で、基準病床数と既存病床数のどちらが多くなるかが地区によって違うとあるが、東部医療圏はどちらになる可能性があるのか。
[bookmark: _GoBack]（回答）基準病床数は二次医療圏単位で算定するもので、大阪市における４つの基本医療圏単位で算定するものではなく、東部医療圏については確認していない。

■（３）その他　・在宅医療・介護サービスの見込み量について

（資料に基づき、大阪府健康医療部保健医療室保健医療企画課から説明）
（資料に基づき、大阪市健康局健康推進部健康施策課から説明）

（意見）数字だけ見るとなんとかなりそうなことを書いているが、このままいくとお金がないのに、医者が少ない、訪問診療の需要は増えるという状況になる。患者さんにも在宅療養という考え方を徹底していかないと、在宅医療は続かない。この数字だけで見ると無理があるのではないかと心配である。

（質問）地域医療構想においてはこれから患者が増えていくにも関わらず、約１５万床減らすとしている。その中で救急は３割減らすという。基準病床数・必要病床数の話になるが、基準病床数に合わせていくとしたら、在宅医療・訪問看護の需要と供給のシミュレーションは現状のところでの計算で、もともとこれが２０２５年に１５万床減らすという設定なので、必ずこのシミュレーションよりも増えると思う。急性期を減らして、慢性期も減らす、回復期を増やして在宅にしようということで、その施策があるのにこのシミュレーションでいいのか。
（回答）ご指摘の資料１０－２のシート②のシミュレーションは、病床機能の分化・連携に伴い生じる在宅医療等の新たなサービス必要量について２０２５年に全国で３０万人分であるという国が出した数字を、各市町村の性・年齢別階級人口で按分した機械的なもので、ひと月あたりの訪問診療利用回数であったり、ひと月あたりの医療機関の訪問診療回数を使っての極めて機械的な計算によるシミュレーションとなっている。そのため、ひとつの考え方ということでお考えいただきたい。実際的に２０２５年に１２２７名の医者が必要で、これに向けて体制を整えるというよりは、２０１３年から２０２５年に向けて必要な医師数がこういう推移で増えていくということをイメージしていただくための試算になるので、これが全てではないとお考えいただきたい。

（質問）資料１０－２のシート②について、せめて現在２０１７年の訪問医師数の出典は正しいのか。これは平成２６年の医療施設調査の数字だが、もっと直近のデータを使えば本当に乖離していないかどうか分かると思うがどうか。医療施設調査が３年ごとの調査なのは分かるが、近畿厚生局等に出ている数字があると思うのでその数字との比較はないのか。
（回答）実績値として平成２６年の医療施設調査の数字を使い、2025年の需要に対する必要量に対し、毎年比例的に推移すると仮定して2017年の数を出している。資料９－１の１３ページ「（２）在宅医療資源の状況」には在宅療養支援診療所の数、訪問診療を実施している診療所の数が出ており、近畿厚生局が出している平成２９年４月時点の在宅療養支援診療所の数と比較ができる。

（質問）資料１０－２のシート①のシミュレーションで基準病床数は出るのではないか。
（回答）この医療と介護の協議の場を経て、在宅医療等対応可能数を設定するものであるが、府としては療養病床転換分については、介護療養病床は全数転換、医療療養病床については調査結果により把握した数を転換分として、それを国から示された新たなサービス量から差し引いて、在宅医療対応可能数を算出し、現在その数字でもって基準病床数の結果を見て、将来の推計をみて特例措置を活用するか検討している。

